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高 松 市 監 査 委 員 告 示 第 ９ 号 

 

 包括外部監査結果に基づき，措置を講じた旨の通知があったので，地方自治

法第２５２条の３８第６項の規定により，次のとおり公表します。  

 

  平成２２年８月１３日  

          

高松市監査委員   谷   本 繁   男  

同               吉   田   正   己  

同               森 川 輝 男  

同               小比賀 勝 博  

 

包括外部監査結果に基づく措置通知について   

 

第１   平成１１年度包括外部監査結果に基づく措置通知  

１ 行政経費としての補助金の機動性及び委託料の効率性について  

(１ ) 措置を講じた部課名  消防局総務課  

   ア 措 置 通 知 日  平成２２年４月２６日  

   イ 改善を要する事項および措置された内容  

    (ア ) 補助金交付団体の実績報告書に添付する事業報告書の統一的  

ルールを策定すべきもの  

高松市消防団本部運営交付金（補助金）については，平成１９

年度に交付金支出要領を策定し，これに準じて決算ならびに監査

を実施するよう改めた。  

また，高松市消防団運営交付金（補助金）の実績報告書につい

ては，平成１６年度実施の高松市消防団上級幹部教養において，

事業報告書の収支決算を添付することにより，各分団の事業実績

内容がより把握できるよう改めた。  

 

第２   平成１３年度包括外部監査結果に基づく措置通知  
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１ 公共施設の維持管理コスト分析  

(１ ) 措置を講じた部課名  消防局総務課  

   ア 措 置 通 知 日  平成２２年４月２６日  

   イ 意見を付した事項および措置された内容  

(ア ) 計画的な定期的採用と若手への人材育成が必要であることにつ

いて（消防庁舎）  

計画的な定期的採用については，高松市職員数の適正化計画に

基づき要望等を行い，消防署所の再編統廃合を踏まえて新人採用

募集数の定員管理に努めるよう改めた。  

また，若手への人材育成に関しては，香川県消防学校での初任

科教養や専科教養等の実施，さらに，高松市消防局技能伝承制度

実施要領を策定し，消防隊員個々の能力を向上させる目標を定め

た。  

 

第３   平成１４年度包括外部監査結果に基づく措置通知  

１ 徴税事務の執行について  

(１ ) 措置を講じた部課名  財務部市民税課  

   ア 措 置 通 知 日  平成２２年５月１０日  

   イ 意見を付した事項および措置された内容  

(ア ) 軽自動車検査協会等で作成しているデータを入手し，軽自動車

税課税データ電算入力作業を軽減することについて 

本市を含む８市および香川県町村会が，納税義務者から軽自動

車検査協会香川主管事務所へ提出された軽自動車税申告書の受

理業務を社団法人全国軽自動車協会連合会香川県事務取扱所に

委託し，同事務取扱所が当該申告書データのうち軽自動車に係る

情報を電子データ化することによって作成した記録媒体（ＭＯ）

を，平成２１年１２月から入手することにより電算入力作業を軽

減した。  

 

第４   平成１９年度包括外部監査結果に基づく措置通知  
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１ 未利用資産（土地）の活用及び売却について  

(１ ) 措置を講じた部課名  教育部生涯学習課  

   ア 措 置 通 知 日  平成２２年６月４日  

   イ 改善を要する事項および措置された内容  

    (ア ) 道路として行政財産に財産区分を変更すべきもの  

平成１１年に東植田公民館菅沢分館の廃止により生じた土地の

跡地については，平成１１年１２月１日付け（平成２１年８月  

１１日申請）で，公衆用道路に地目変更し，財産区分を行政財産

に変更した。  

 

第５   平成２０年度包括外部監査結果に基づく措置通知  

１ 公の施設の指定管理者である高松市外郭団体の出納その他の事務の執行

及び同団体が指定管理する公の施設について  

(１ ) 措置を講じた団体名  有限会社香南町農業振興公社  

   ア 措 置 通 知 日  平成２２年５月１２日  

   イ 改善を要する事項および措置された内容  

        (ア )  受取利息は，源泉所得税および利子割相当額を預金利息収入に

計上し，法人税申告調整により処理すべきもの  

受取利息については，平成２０年度決算から源泉所得税および

利子割相当額を預金利息収入に計上し，法人税申告調整により処

理することに改めた。  

        (イ )  法人税等（県民税均等割，市民税均等割）は，租税公課ではな

く，法人税等で処理すべきもの  

              法人税等（県民税均等割，市民税均等割）については，平成 

２０年度決算から租税公課ではなく，法人税等で処理することに

改めた。 

        (ウ )  法人税等（県民税均等割，市民税均等割）は，未払計上すべき

もの 

              法人税等（県民税均等割，市民税均等割）については，平成 

２０年度決算から未払計上することに改めた。 



 

 4

        (エ )  登記簿に取締役と記載されている社長の賞与は，法人税申告書

に加算すべきもの 

              登記簿に取締役と記載されている社長の賞与については，平成

２０年度決算から法人税申告書に加算することに改めた。 

        (オ )  現金で手渡している給与については，本人の受領サイン等を入

手すべきもの 

              現金で手渡している給与については，本人の受領サイン等を入

手することに改めた。 

        (カ )  香南朝市出荷者に提出させている承諾書に手数料率を記載す

べきもの 

              手数料率の記載については，承諾書に手数料率が記載された様

式に改めた。 


